
 1. 補助金をもらう農業はダメだと思っていた

　私は平成元年に千種町に農業をしに来ました（出身は明石市）。自
然養鶏を生業として新規就農で 30 年やってきました。
　私が自然養鶏を選んだ理由の一つは、「補助金をもら
う農業はしたくない」というものです。何も知らず「補
助金は悪」というマスコミの作った世論を真に受けて
ました。それで自力で生活できる農業として自然養鶏
という『特別な農業』をやって来ました。

 2. ブランド化や特産品では地域は守れない─皆『競争」?!　
　しかし、このような「特別な農業」では地域は守れないことに
気がつきました。地域活性化・耕作放棄田対策として全国でブラ
ンド化・特産品作り・六次産業化・輸出・・が検討されています。
しかし、これらは皆競争です。「どこかが成功すればどこかがダメ
になる」そんな少ない需要の取り合いの競争をさせられているの
です。例えば「ブランド米競争」。みんな近くで同じことをされた
ら本音は困るのです。ともに成り立つことができないものです。
　また、集落営農も現実は年金で生活できる元気な農家がいるこ
とが前提です。その方々が引退すればもう成り立ちません。それ
はもう目の前に来ています。（もちろん、それまではできるだけ集
落化して乗り切るしかないです）

 3.　補助金による価格補償・所得補償しかない

　では、すべての農地を守るにはどうすればいいのか。それは、
若者が当たり前に一生懸命に働けば農業で、田んぼで生活できる
価格や所得を補償するしかないのです。そして、それは欧米先進
国は皆当たり前にやっていることです。イギリス・フランスの農
家の所得は 9 割が税金です。言わば半
公務員です。これを日本でも実施するし
か、すべての農地を守る道はありません。

（日本のマスコミは欧米は大規模化できてい

るから農業が成り立つと言われますが、真実
は補助金がしっかりしているから農業が成り
立っているのです。また、日本は農業所得そ

のものが少ないので補助金の割合がまだ大き

くなるのだと思います。）
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 4.　なくなった水稲 1.5 万円 /10a の所得補償

　2009 年、民主党政権が基本的にすべての田んぼで、10a あた
り 1.5 万円の所得補償政策を打ち出しました。しかし、自公政権
になりなくなってしまいました。理由は「コメは余っている、関
税で守られている」からなど。
　確かに今、コメは余っていますが、それを作っているのは多く
は年金をもらっている 65 才以上の方々です。つまり、「年金」と
いう所得補償
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があるから今は作られているのです。

 5.　農林水産業を犠牲にして工業を発展させてきた日本

　1955 年からの高度成長期以降、日本はめざましく工業を発展さ
せてきました。そして、工業製品をどんどん輸出するようになり
ました。しかし、貿易は一方的な流れでは成り立ちません。売る
ためには何かを買わなければ〜。
　そこで、農林水産業を犠牲にしてきたのです。小麦、大豆、果物、
豚肉、牛肉、乳製品、木材・・・、どんどんと関税が引き下げら
れ輸入が増えました。1956 年頃に日本から麦と大豆の畑が一斉に
消えたと言われています。私は 1958 年生まれですが、すでに冬
の田んぼは遊び場でした。でもその少し前までは麦が作られてい
たのです。

 6.　アメリカからの食料輸入圧力

　また、アメリカは食料を「第二の武器」と考え、相手国の食料
を握ることで影響力をつくる作戦をとります。そのため、農業へ
莫大な補助金を出し、大増産します。それを日本に輸入しろと圧
力をかけてきました。（家畜のエサはその筆頭）
　工業製品輸出のために何かを輸入したい日本、農産物を輸出し
たいアメリカ。・・こうして日本の農林水産業は衰退していきます。

 7.　また農業と食の安全を犠牲にした今回の TPP11

　この 6 月 29 日に可決された TPP11 もその延長です。相手国の
自動車の関税を下げさせる条件として日本への農作物の関税を下
げる。今回は特に畜産関係がかなり打撃です。バター・チーズが
大幅に輸入されるようになります。酪農は大打撃。牛肉・豚肉も
同様です。成長ホルモン入りの牛肉がますます日本中に入ってき
ます。特に、宍粟市北部でのこれからの産業を考えたとき畜産
は非常に大事な分野なのですが、それが難しくなるのです。
　しかし、マスコミは「これは農家の問題で消費者にとっては食
費が安くなる」という言い方しかしません。そうでしょうか ?

 8.　全国で 3 〜 3.5 兆円あれば農業は復活する

　民主党の直接所得補償政策も問題はありました。年金をもらっ
ている高齢者にも同様に支給したこと（若者の雇用にすぐにはつ
ながらなかった）。それと、中山間地域では全然、額が足りなかっ

農地を守ることは将来の子や孫の
　命と暮らしを守ること
農業・農地を大事にしない国は、人の命と暮
らしを大事にしない。みんな共通しています。
　私の考える農業・地域政策（その 2）
　　　　　   　　　　　　　（前号のつづきです）

私が作らせてもらっている田んぼです。この回りの田んぼはもう
ほとんど作られていません。後ろに見えるのは植松山（1192m）

明日の宍粟と日本をつくる若者の皆さん !!　どうか頑張って読んでもらえないでしょうか !!

　市議会議員の今井和夫です。
　7 月 6 日深夜の豪雨、亡くなられた方、また被害にあわれた方、
心よりお悔やみと御見舞を申し上げます。
　私も地元や北部を中心として各地を回らせていただきましたが、
各所の被害の大きさに驚きを禁じ得ませんでした。そして、地域の
皆様、消防団、農会、そして、行政の方々、ボランティアの方々、
皆様方の並々ならぬご努力に改めて地域の力を実感いたしました。
心より敬意を表します。
　しかしながら、復旧・復興はかなり長引くことと思います。また、
地盤の緩んでいるところなど、新たな雨の度にご心配のことと思い
ます。一日も早く安心した生活ができることを願ってやみません。
　災害は過疎化にさらに拍車をかけてしまいます。なんとか負けず
に、また元の美しい農山村を取り戻したいと願わずにはおれません。
私も議員としてできることにさらに尽力したいと思います。

農業所得に
占める補助
金の割合

(2013 年 )

農家 1 戸当
たりの平均
耕作面積

(2015 年 )

日本 39.1% 2.5ha
アメリカ 35.2% 176ha
フランス 94.7% 59ha
ドイツ 69.7% 59ha

イギリス 90.5% 94ha
鈴木宣弘氏 ( 東大院教授 ) 資料、
農水省主要指標より



たということです。私のおおよその見聞・体験では中山間地域で
は 10a あたり平均 10 万円くらいの所得補償が必要なのではない
でしょうか。（3ha 耕作して 300 万円の補償。もちろん条件によって違
います。中山間地では平均 3ha くらいが限界ではないでしょうか。）

　それで、全国でいくら必要かと試算してみると、おそらく 3 〜
3.5 兆円くらいあればできるのではないでしょうか。( 中山間地だけ

に 10 万円 /10a 出すだけなら 1 兆円も要りません。) 国家予算の 3 〜
4%、全然不可能な額ではありません。EU でもそのくらいは農業
予算に使っています。今、防衛費に毎年約 5 兆円を使っていますが、
食料を他国に依存して何が国防でしょうか。（「食料はお金さえ出せば
いつでも買える」なんてトボケたことを思っているのは日本だけ〜〜）

 9.　農林業への所得補償は現代版の公共事業

　そして、この約 3 〜 4 兆円によって新たに成り立つ若い農家は、
そのおカネを生活費としてそれぞれの地域で使うことになります。
そうすれば、もう一度、地元の商店や土建業、他の仕事も復活し
ます。子どもも増えます。
　以前、「地方の仕事は土建業」と言われていたとき、毎年 10 〜
15 兆円が公共事業費として地方に出ていました。だから、地方は
元気だったのです。だから、この農林業への直接所得補償は現代版
の公共事業です。これは競争ではありません。すべての農地、すべ
ての地方が成り立つ道です。競争に勝ったところだけが生き残るの
ではダメなのです。もちろん、競争も必要です。しかし、それはボー
ナスです。基本給は保障しないと若者は農業ができません。

 10.　まずは若者を雇用する形から始めれば

　今の若者は「農業では生活できない」と小さい時からまわりか
ら言われているので、いきなり 10 万円 /10a 出すからと言っても
なかなか農業をしようとはしません。ですから、まずは若者を雇
用する形から始めるのがいいかもしれません。安定した就職先と
して示す。そのためにはその受け皿をつくり、そこに同様の補助
金をずっと出して安定して雇用してもらう。あるいは、他の地域
支援（高齢者ケア・災害・除雪対策等）も含めて、農地を維持管
理する公務員として雇用する道もあるでしょう。
　しかし、農業として本当に効率がいいのは、機械等を共同利用
しながらの家族農業です。ですから、家族農業と雇用農業の両立
で進むのがいいのではないでしょうか。

 11.　夢物語といわれるかもしれないが〜

　この方法を夢物語という人もいます。では他に方法があるでしょ
うか。どの地方、どの農地も、すべてきちんと人が住み維持されて
いく方法が。あるならばぜひ教えてください。皆さん、自分が、あ
るいは自分の子どもが農業をするとしたらと考えてみてください。

 12.　人口が減っても美しくずっと続くまちに

　これが実現すれば、人口が減っても、ひょっとすると
今の 1/3 〜 1/5 くらいになるかもしれないけど、しかし、
放棄田のない美しく整備された農村が永遠に続くことに
なるのです。そこから、少ない人口ながらの新しい形の
まちづくりをすればいいのではないでしょうか。

 13.　あるところから納めてもらう税制改革を

　政府にはおカネはありませんが、日本の中、あるところにはお
カネは有り余っています（例えば、2017 年大企業の内部留保は一
年で約 30 兆円増えたそうです）。そこから税金を納めてもらえば、
このような農林業への補助金をはじめ、最低賃金アップ、中小企
業への助成、子ども手当、医療費補助、介護保険補助、教育費無
償化、他、様々なことが実現可能です。消費税増税は格差をさら
に大きくする間違った政策です。

 14.　マスコミは言わない !!

　マスコミではこのことはほとんど触れません。意図的と思わざ
るを得ないほど触れません。おそらくマスコミのスポンサーであ
る輸出大企業が言わせないのでしょう。自分たちの工業製品が輸
出しにくくなるから。所得補償をすれば農林水産業が復活するこ
とくらい、とっくに分かっているはずです。だって欧米ではどこ
もやっているのですから。でも言わない・・。本当にこのままで
は地方は、いや、日本はつぶれてしまいます。

 15.　五円玉の国になろう !!

　1949 年、今の形の五円玉が作られました。稲
穂と海と歯車のデザインです。戦後の荒廃した
中で、農業、水産業、工業が共に栄えることを願っ
たものです。
　今のような農林水産業を犠牲にして工業だけ
を発展させるのではなく、この五円玉の精神に
帰って農林水産業と工業が共に栄える。そして「自分の国の食料
は自分の国で作る」そんな当たり前の国になってもらいたいです。

 16.　動き出していただいた市長・市当局　
　福元市長もこのことは理解していただき、「農地の維持には農業
での若者の生活の安定が大事。まず市でできることとして、しそ
う北みどり農林公社に助成を出し、若い職員を採用してもらおう」
と考えておられます。来春から数名採用し後継者を育成していく
考えだそうです。小さな一歩ですが、偉大な歴史的な一歩のよう
に思います。また、県の市長会等で所得補償のことは提案されて
いるそうで、力強く動いていただき、本当にありがたいです。

 17.　このことを広めていきたい、市内に、全国に

　私は一市議会議員ですが、十分な公的助成を実現させ若者が田
んぼを仕事として暮らせるしくみ作りに頑張ります。そのために
は一人でも多くの賛同者を得たいです。
どこでも呼んでください。話しましょう。ともに考えましょう。

　農水省を経産省の中に入れてしまおうとする動きがあるそうで
す。農業を単なる一つの産業としか考えない現政権。
　誰が見てもウソだろう、と思うことがそのまま、まかり通る今の
国政。一握りの者だけに富みが集まる社会ではなく、みんながとも
に分かち合い、ともに生きていける社会を。

 「一人の百歩より百人の一歩」
 「汗と油と土にまみれて働く者が日の目を見る社会を」
　頑張ります。みんなで頑張りましょう !!

《所得補償試算の内容》　　全国の水田面積　約 242 万 ha　（2017 年）
①　水田へ　合計 2 兆 3,730 億円。これで日本中の田んぼは維持できる。

・全国の中山間地の水田（97 万 ha）には、10 万円 /10a →約 9,700 億円。
・残りの平地の水田（145 万 ha）には、3 万円 /10a →約 4,350 億円。
・今、日本人はあまりコメを食べないので全水田の 40% は飼料米にまわす。
  そこにはさらに 10 万円 /10a 出す（現行は平均 8 万円）→約 9,680 億円。

②　畑作や畜産にも補助金は必要　→　約 1 兆円
③　全部合計（①＋②）→　3 〜 3.5 兆円
● 実際には転作で麦や大豆などを作っている所も全部飼料米で計算して
います。だから、現実はこれほどは必要ないと思います。
●「こんなに要らない」「もっと要る」等あるでしょうがあくまで目安と
して考えてください。実際に実施となれば専門家の緻密な計算が必要です。
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訳

前号に「次号は 7月に」と書いていたのですが災害の影響で遅くなり申し訳ありませんでした。次号は 10月頃の予定です。

●私たちは少数しか生き残れない競争をさせられている。
●地方は競争に勝ったところだけが生き残ればいいのでは
ない。すべての地域にきちんと人が住み、すべての農地や
山は整備されなければいけない。
●それには所得補償が不可欠。農家には3〜3.5兆円でできる。
●農業は産業ではない。国民の命と健康を維持するための
命の営みだ。
●農業・農地を大事にしない国は人の命・暮らしも大事にし
ない。みんな共通している。農地は農家だけの問題ではない。

最後までお読みいただきありがとうございました。　ご意見、ご感想、ご指導、・・何卒よろしくお願い申し上げます。


